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2014年3月期 第2四半期 業績ハイライト

（連結）



2014年3月期 第２四半期 業績ハイライト

市場環境

第2四半期
業績

国内における生産拠点の縮退と海外拠点の推進が一層加速。
中国においては尖閣諸島問題に端を発した反日デモ、人件費
高、人民元高等により中国での日系製造業の生産調整が想定
以上に進む。China＋１の動きが活発化

売上高 20,823百万円

（対計画＋1,523百万円 達成率107.9%）

売上高は計画を達成するも、国内、中国における生産
調整による影響等あり、販売管理費を圧縮するも、利
益面では計画達成ならず

収益面で当初予想との乖離があったため通期業績予想を修正し、
事業構造改革および新中期経営計画の策定に着手
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2014年3月期 第２四半期 業績ハイライト

項目/決算別 第1四半期 前年同期 前年同期比

（単位：百万円） （参考） 計画 実績 差異 達成率 計画 実績 差異 達成率 (累計） 増減率

売上高 9,941 10,210 10,882 672 106.6% 19,300 20,823 1,523 107.9% 19,438 +7.1%

売上総利益 819 1,150 957 ▲193 83.2% 2,045 1,776 ▲269 86.8% 2,617 ▲32.1%

（売上総利益率） 8.2% 11.3% 8.8% ▲2.5%      - 10.6% 8.5% ▲2.1% - 13.5% -

販売管理費 1,049 1,073 1,072 ▲1 99.9% 2,170 2,121 ▲49 97.7% 2,145 ▲1.1%

（販売管理費率） 10.6% 10.5% 9.9% ▲0.7%      - 11.2% 10.2% ▲1.1% - 11.0% -

営業利益 ▲231 77 ▲115 ▲192      - ▲ 125 ▲ 346 ▲221 - 472 -

（営業利益率） - 0.8%     -    -      -     -    -    - - 2.4% -

経常利益 ▲29 119 ▲39 ▲158      - 85 ▲ 68 ▲153 - 461 -

（経常利益率） - 1.2%    -    -      - 0.4%    -    - - 2.4% -

四半期純利益 ▲156 54 ▲41 ▲95      - 0 ▲ 197 ▲197 - 201 -

（四半期純利益率） - 0.5%    -    -      -    -    -    - - 1.0% -

第2四半期 第2四半期(累計)
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2014年3月期 第２四半期累計 売上高増減分析

売上高：対計画107％の達成率

海外ＩＳ事業は

中国在籍数が計画に
いたらず未達

ＣＳ事業は既存
修理製品数の減
少および新規案
件の未獲得

（省略）

（単位：百万円））

為替の影響

新規案件の
未獲得
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2014年3月期 第２四半期累計 営業利益増減分析

営業利益は対計画未達

中国における
収益性の悪化

構造的な要因（合計▲320M)

ＣＳ事業の売上高
未達による利益の
影響が大きい

単位（百万円）
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2014年3月期 第２四半期累計 第2四半期純利益

営業外
損益
＋277

特別

損益
▲78

志摩香港での事業効率改善に
向けた人員調整により、
特別損失発生（96百万円）
固定資産売却益（21百万円）等

為替差益250M

その他
▲50

法人税、
少数株主損失等
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2014年3月期 第２四半期 業績ハイライト（B/S)

流動資産 前期末比＋509百万円

固定資産 前期末比+16百万円

流動負債 前期末比＋692百万円

支払手形及び買掛金 ＋173百万円

短期借入金 +724百万円

その他流動負債 ▲201百万円

資本金 前期末比±0百万円

変動なし

資本剰余金

利益剰余金 前期末比▲290百万円

商品および製品▲250百万円
受取手形及び売掛金 +349百万円
原材料及び貯蔵品 +316百万円

為替換算調整勘定 +204百万円

有形固定資産 +16百万円

2013年3月期

（13/3末） （13/9末） 増減 前期末比

19,061 19,570 509 +2.7%

流動資産 13,329 13,821 492 +3.7%

固定資産 5,733 5,749 16 +0.3%

12,538 12,965 427 +3.4%

流動負債 10,150 10,842 692 +6.8%

固定負債 2,388 2,123 ▲ 265 ▲ 11.1%

純資産 6,524 6,605 81 +1.2%

資本金 501 501 0 +0.0%

資本剰余金 231 231 0 +0.0%

利益剰余金 3,023 2,733 ▲ 290 ▲ 9.6%

その他 2,769 3,140 371 +13.4%

負債・純資産合計 19,061 19,570 509 +2.7%

2014年3月期

資産合計

負債

項目/決算別

（単位：百万円）

固定負債 前期末比▲265百万円

長期借入金 ▲282百万円

総資産19,570百万円、純資産6,605百万円

前期末比±0百万円

変動なし
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2014年3月期 第２四半期 業績ハイライト（C/F)

10

項目/決算別

（単位：百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 231 ▲ 318 ▲ 549

投資活動によるキャッシュ・フロー 89 ▲ 195 ▲ 284

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 228 281 509

現金及び現金同等物に係る
換算差額

4 136 132

現金及び現金同等物の
増減額

96 ▲ 96 ▲ 192

現金及び現金同等物の
期首残高

3,873 3,527 ▲ 346

現金及び現金同等物の
四半期末残高

3,969 3,572 ▲ 397

＜主な指標＞

項目/決算期 2013年3月期　第2四半期 2014年3月期　第2四半期 増減

1株あたり四半期純利益（円） 1,961.27 ▲ 1,927.02 ▲ 3,888.29

自己資本比率（％） 18.0 19.0 1.0

増減2013年3月期　第2四半期 2014年3月期　第2四半期



2014年3月期 第２四半期 事業別業績ハイライト

決算期 １Q 前年同期

項目 実績 計画 実績 差異 達成率 計画 実績 差異 達成率 累計

売上高 2,259 2,480 2,441 ▲ 39 98.4% 4,840 4,700 ▲ 140 97.1% 4,936 ▲4.8%

（構成比） 22.7% 24.3% 22.4% ▲1.9% - 25.1% 22.6% ▲2.5% - 25.4% -

セグメント利益 ▲ 77 25 56 31 224.0% ▲ 65 ▲ 21 44 - 3 -

（セグメント利益率） - 1.0% 2.3% 1.3% - - - - - 0.1% -

現場社員数（人） 2,616 2,756 2,658 ▲ 98 96.4% 2,756 2,658 ▲ 98 96.4% 2,853 ▲6.8%

前年
同期比

2Q（累計）2Q

国内ＩＳ事業
インラインソリューション事業

海外IS事業

決算期 １Q 前年同期

項目 実績 計画 実績 差異 達成率 計画 実績 差異 達成率 累計

売上高 46 340 73 ▲ 267 21.5% 490 119 ▲ 371 24.3% - -

（構成比） 0.5% 3.3% 0.7% ▲2.7% - 2.5% 0.6% ▲2.0% - - -

セグメント利益 ▲15 ▲5 ▲18 ▲ 13 - ▲35 ▲33 2 - - -

（セグメント利益率） - - - - - - - - - - -

前年
同期比

2Q（累計）2Q

（注）中国子会社である日華材創と中基衆合は今期より連結開始のため前期実績は記載しておりません
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2014年3月期 第２四半期 事業別業績ハイライト

ＣＳ事業
カスタマーサービス事業

決算期 １Q 前年同期

項目 実績 計画 実績 差異 達成率 計画 実績 差異 達成率 累計

売上高 392 520 386 ▲ 134 74.2% 960 778 ▲ 182 81.0% 1,258 ▲38.2%

（構成比） 3.9% 5.1% 3.5% ▲1.5% - 5.0% 3.7% ▲1.2% - 6.5% -

セグメント利益 ▲ 16 30 8 ▲ 22 26.7% 45 ▲ 8 ▲ 53 - 56 -

（セグメント利益率） - 5.8% 2.1% ▲3.7% - 4.7% - - - 4.5% -

現場社員数（人） 431 521 353 ▲ 168 67.8% 521 353 ▲ 168 67.8% 643 ▲45.1%

前年
同期比

2Q（累計）2Q

決算期 １Q 前年同期

項目 実績 計画 実績 差異 達成率 計画 実績 差異 達成率 累計

売上高 129 180 133 ▲ 47 73.9% 310 262 ▲ 48 84.5% 314 ▲16.6%

（構成比） 1.3% 1.8% 1.2% ▲0.5% - 1.6% 1.3% ▲0.3% - 1.6% -

セグメント利益 ▲ 4 0 ▲ 8 ▲ 8 - 0 ▲ 12 ▲ 12 - 4 -

（セグメント利益率） - - - - - - - - - 1.3% -

現場社員数（人） 84 138 94 ▲ 44 68.1% 138 94 ▲ 44 68.1% 107 ▲12.1%

前年
同期比

2Q（累計）2Q

ＧＥ事業
グローバル

エンジニアリング事業
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2014年3月期 第２四半期 事業別業績ハイライト

ＥＭＳ事業
エレクトロニクス

マニュファクチャリング

サービス事業

決算期 １Q 前年同期

項目 実績 計画 実績 差異 達成率 計画 実績 差異 達成率 累計

売上高 7,115 6,690 7,848 1,158 117.3% 12,700 14,963 2,263 117.8% 12,930 +15.7%

（構成比） 71.6% 65.5% 72.1% 6.6% - 65.8% 71.9% 6.1% - 66.5% -

セグメント利益 ▲ 119 27 ▲ 153 ▲ 180 - ▲ 70 ▲ 272 ▲ 202 - 408 -

（セグメント利益率） - 0.4% - - - - - - - 3.2% -

前年
同期比

2Q（累計）2Q
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四半期毎 業績ハイライト

2012年3月期 2013年3月期 2014年3月期

（単位：百万円） 1Ｑ 2Ｑ 3Ｑ 4Ｑ 1Ｑ 2Ｑ 3Ｑ 4Ｑ 1Ｑ 2Ｑ 3Ｑ 4Ｑ

売上高 5,347 5,660 10,678 10,147 8,172 11,266 10,373 9,059 9,941 10,882

営業利益 45 105 ▲ 79 180 193 279 1 ▲ 85 ▲ 231 ▲ 115
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2012年3月期 2013年3月期 2014年3月期

（単位：百万円）

＜2012年3月期3Ｑ＞
一過性の要因（震災等）に
より営業利益マイナス

2011/7月
ＴＫＲと経営統合

＜2013年3月期１Ｑ＞
志摩電子工業 日本、香港の決算期変更（3
月→12月）。志摩日本、香港の1月～3月の売
上高は前期に計上済のため１Ｑに含まず

＜2013年3月期4Q＞
EMS事業において主力製
品の生産終了等のため

＜2014年3月期１Q＞
国内生産動向や海外事業にかかる投
資等を加味し営業利益は赤字を計画
実績は対計画▲29Ｍ

＜2014年3月期2Q＞
中国ＥＭＳ事業の業績が想定
以上に悪化
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2014年3月期 通期業績予想

（連結）



2014年3月期 通期連結業績予想

項目/決算別

（単位：百万円） 上期 下期 通期
上期

（実績）
下期 通期

前期
実績

当期
修正予想 増減 前期比

売上高 19,300 25,700 45,000 20,823 20,677 41,500 ▲ 3,500 38,870 41,500 2,630 +6.8%

売上総利益 2,045 3,205 5,250 1,776 2,114 3,890 ▲ 1,360 4,513 3,890 ▲ 623 ▲13.8%

（売上総利益率） 10.6% 12.5% 11.7% 8.5% 10.2% 9.4% ▲2.3% 11.6% 9.4% ▲2.2% -

販売管理費 2,170 2,260 4,430 2,121 2,269 4,390 ▲ 40 4,125 4,390 265 +6.4%

（販売管理費率） 11.2% 8.8% 9.8% 10.2% 11.0% 10.6% 0.7% 10.6% 10.6% - -

営業利益 ▲ 125 945 820 ▲ 346 ▲ 154 ▲ 500 ▲ 1,320 388 ▲ 500 ▲ 888 -

（営業利益率） - 3.7% 1.8% - - - - 1.0% - - -

経常利益 85 915 1,000 ▲ 68 ▲ 182 ▲ 250 ▲ 1,250 565 ▲ 250 ▲ 815 -

（経常利益率） 0.4% 3.6% 2.2% - - - - 1.5% - - -

当期純利益 0 500 500 ▲ 197 747 550 50 236 550 314 +133.1%

（当期純利益率） 0.0% 1.9% 1.1% - 3.6% 1.3% 0.2% 0.6% 1.3% 0.7% -

配当 - - - - - - - 3円 3円 0 -

2014年3月期当初予想
（5月15日）

2014年3月期(通期)前期比較
2014年3月期修正予想

（11月14日） 通期
増減

配当予想について：2014年3月期の配当予想は、2014年1月1日を効力発生日として普通株式1株につき100株の株式分割を
行う予定のため、上記は100分割後換算で表記しております
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2014年3月期 通期連結業績予想 売上高増減分析（対当初予想）
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単位（百万円） 新規案件の未獲得
および在籍数の計画未達が通期業績に影響

人材採用が計画通り
進まず、通期業績に影響
（10月末で在籍数は1000名超）

新規修理案件の未獲得
既存製品の修理件数の減少

（省略）

ＴＫＲとの組織連携が
予定通り進まず期末
の技術者数が当初予
想より▲88名の115名
となる見込み
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2014年3月期 通期連結業績予想 営業利益増減分析（対当初予想）
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単位（百万円）
売上高の大幅
未達により利益
を確保できず

下期においても挽回が難しく
構造改革に着手



2014年3月期 通期連結業績予想 当期純利益

営業外
損益
＋250

特別
損益
+880

•TKR株式追加取得に伴う負のの
れん発生益（10億円程度）

•志摩香港での事業効率改善に向
けた人員調整により、特別損失発
生（96百万円）

•固定資産売却益（21百万円）等

その他
法人税、
少数株主損失等
(79百万円）
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ＴＫＲ株式追加取得に伴う特別利益の発生（10億円程度）

単位（百万円）



TKR株式追加取得のスキーム

塩澤一光氏
保有ＴＫＲ株式
（107,958株）

有限会社
宝和

保有ＴＫＲ株式
(222,522株）

nmsのＴＫＲ株式取得状況について
前回（2011/7月）取得株式数 515,243株（53.01％）で連結子会社化

今回取得（11/14）取得予定株式数 330,480株（34.0%)

以上によりnmsの保有するＴＫＲ株式数は

合計845,723株（87.01％）となる

追加取得
宝和の株式の取得により
ＴＫＲ株式を間接取得
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ＴＫＲ株式追加取得の目的

グループ各社で事業戦略コンセプト「neo EMS」を掲げ、
グローバルな事業展開をするなかで

引き続き予想される製造業の国内生産回復の見込みが難しい国内経営環境の
うえに、中国での想定外の経営環境の変化が発生

厳しい経営環境においても

収益性を確保し、
成長軌道に回帰するため
事業構造改革が必要

中国ＥＭＳ
事業戦略の

抜本的見直し

国内事業
の再構築

拠点の
統廃合

経営環境
変化

対策

対策を
実現する
ために

ＴＫＲの株式を追加取得し、nmsのＴＫＲ保有株式を
87.01％まで高めることにより
グループの意思決定を円滑に進め
グループ組織再編、ビジネス構造改革を断行していく

来年2月末までに事業構造改革を含めた「新中期経営計画」を発表予定 21



2014年3月期 事業別通期業績予想

22

国内ＩＳ事業 インラインソリューション事業

項目/決算別

（単位：百万円） 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比

売上高 4,936 4,700 ▲ 236 ▲4.8% 4,603 5,300 697 +15.1% 9,539 10,000 461 +4.8%

（構成比） 25.4% 22.6% ▲2.8% - 23.7% 25.6% 1.9% - 24.5% 24.1% ▲0.4% -

セグメント利益 3 ▲ 21 ▲ 24 - ▲ 81 106 187 - ▲ 78 85 163 -

（利益率） 0.1% - - - - 2.0% - - - 0.9% - -

現場社員数（人） 2,853 2,658 ▲ 195 ▲6.8% 2,543 3,112 569 +22.4% 2,543 3,112 569 +22.4%

通期累計下期累計上期累計

売上高 4.8%増

海外ＩＳ事業 中国 ベトナム 2014年3月期から連結 *ベトナムは連結対象外となる

項目/決算別

（単位：百万円） 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比

売上高 - 119 - - - 381 - - - 500 - -

（構成比） - 0.6% - - - 1.8% - - - 1.2% - -

セグメント利益 - ▲ 33 - - - ▲ 47 - - - ▲ 80 - -

（利益率） - - - - - - - - - - - -

通期累計下期累計上期累計



2014年3月期 事業別通期業績予想

ＣＳ事業 カスタマーサービス事業

項目/決算別

（単位：百万円） 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比

売上高 1,258 778 ▲ 480 ▲38.2% 1,128 672 ▲ 456 ▲40.4% 2,386 1,450 ▲ 936 ▲39.2%

（構成比） 6.5% 3.7% ▲2.7% - 5.8% 3.2% ▲2.6% - 6.1% 3.5% ▲2.6% -

セグメント利益 56 ▲ 8 ▲ 64 - 63 18 ▲ 45 ▲71.4% 119 10 ▲ 109 ▲91.6%

（利益率） 4.5% - - - 5.6% 2.7% ▲2.9% - 5.0% 0.7% ▲4.3% -

現場社員数（人） 643 353 ▲ 290 ▲45.1% 530 320 ▲ 210 ▲39.6% 530 320 ▲ 210 ▲39.6%

通期累計下期累計上期累計

売上高 39.2%減

ＧＥ事業 グローバルエンジニアリング事業

項目/決算別

（単位：百万円） 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比

売上高 314 262 ▲ 52 ▲16.6% 298 288 ▲ 10 ▲3.4% 612 550 ▲ 62 ▲10.1%

（構成比） 1.6% 1.3% ▲0.4% - 1.5% 1.4% ▲0.1% - 1.6% 1.3% ▲0.3% -

セグメント利益 4 ▲ 12 ▲ 16 - 21 22 1 +4.8% 25 10 ▲ 15 ▲60.0%

（利益率） 1.3% - - - 7.0% 7.6% 0.6% - 4.1% 1.8% ▲2.3% -

現場社員数（人） 107 94 ▲ 13 ▲12.1% 101 115 14 +13.9% 101 115 14 +13.9%

通期累計下期累計上期累計

売上高 10.1%減
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2014年3月期 事業別通期業績予想

ＥＭＳ事業 エレクトロニクスマニュファクチャリングサービス事業

項目/決算別

（単位：百万円） 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比

売上高 12,930 14,963 2,033 +15.7% 13,403 14,037 634 +4.7% 26,333 29,000 2,667 +10.1%

（構成比） 66.5% 71.9% 5.3% - 69.0% 67.9% ▲1.1% - 67.7% 69.9% 2.2% -

セグメント利益 408 ▲ 272 ▲ 680 - ▲ 88 ▲ 253 ▲ 165 - 320 ▲ 525 ▲ 845 -

（利益率） 3.2% - - - - - - - 1.2% - - -

通期累計下期累計上期累計

売上高10.1%増

24



2014年3月期

下期以降の取組み



市場環境

日本日本

中国中国

ASEANASEAN

想定通り、日系メーカー各社の国内生産拠点の縮小が続く中、
従前の事業規模を維持、拡大することが難しい状況

昨年9月に発生した尖閣諸島問題に端を発した反日デモ以降、

人件費高と人民元高もあり、日系メーカー各社の中国国内生産調
整が想定以上に発生

China＋１の動きが加速。中国からの生産移転も増加

nmsグループの状況nmsグループの状況

日本国内の事業成長の伸びが従前どおり期待できないなか、
採用力強化等、収益性回復施策の展開が急務

中国の生産調整は、リスク回避策としての人材ニーズが高まって
いるが、想定以上の生産調整スピードの速さにより、ＥＭＳを含め
たビジネスモデルの見直しと早期実現が迫られる。

中国からＡＳＥＡＮへの生産移管の受け皿としての機会が増加

26



事業構造改革について

厳しい事業環境においても収益性を確保できる
事業構造改革を実施予定

（詳細は第３四半期決算発表と同時に発表予定）

構造的な課題により収益性に問題がある拠点の統廃合

中国におけるビジネスモデルの見直し

国内事業の拡大策の展開およびビジネスモデルの再構築

＜主な検討内容＞

＜方針＞
 構造的に収益悪化要因となる項目を洗い出し、改善することで収益性を確保
 ビジネスモデルの見直しを行い、成長軌道に回帰する事業戦略を構築

27



構造的な課題により収益性に問題がある拠点の統廃合 （海外）

構造的に収益性に課題が残る
志摩、ＴＫＲの各香港拠点およびＥＭＳ工場の統廃合

志摩電子工業（香港）有限公司
TKR HONG KONG LIMITED
TKR HOLDINGS LIMITED

志摩 中国深圳工場
中宝華南電子（東莞）有限公司

28



構造的な課題により収益性に問題がある拠点の統廃合 （国内）

日立ﾒﾃﾞｨｱｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ（日立ＭＥ）から
譲渡された水沢工場を活用し
東北地区の拠点の再配置を検討

半径30km県内

＜水沢工場概要＞
所在地：岩手県奥州市水沢区真城字北野１番地
土地面積：36,000㎡ 建物面積：24,700㎡

岩手テック

水沢工場
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国内事業の拡大策の展開およびビジネスモデルの再構築

生産縮小が見込まれる国内においては、

メーカーの事業再編の受け皿案件を獲得することで事業規模を拡大

日立ＭＥの事業をＴＫＲが継承
（2013年10月）

メーカーの事業再編パートナーとして案件獲得
（100億円規模）

構造的に課題がのこるＴＫＲ日本の構造改革

ＴＫＲ日本の事業拡大と収益性改善

電源
事業

トランス
事業

車載
チューナー

事業

映像
ボード
事業

更なる強化策を検討

30



社員待遇改善の施策検討

顧客層の見直し
（成長分野へのシフト）

採用戦略の見直し

国内事業の拡大策の展開およびビジネスモデルの再構築

人材ビジネス領域の強化

採用

定着

顧客

人材ビジネス事業の拡大
31



中国におけるビジネスモデルの見直し

想定以上のスピードで生産調整が進む

中国におけるビジネスモデルの見直し

北京中基衆合国際技術服務
有限公司（中基衆合）

志摩 中国深圳工場

志摩工場と中基衆合の
ビジネスモデル構築

日本への
中国人技術者派遣

中国国内への
中国人技術者派遣

ＥＭＳ工場と中基衆合による
モノづくりと人材サービスを
融合したサービス展開の
早期構築

１

２ 人材サービスニーズの高まりを
受け、中基衆合の事業を拡大
（10月末現在在籍1,000名超）

３ 中基衆合が子会社化した
政府系人材サービス会社の
人材紹介免許等を活用した
新規サービスへの参入

32



当社グループの強みと将来



nmsグループの強み

ベトナム人材ビジネス2拠点

日本、中国、ASEAN グローバルネットワーク

国内外連動した人材・ものづくりビジネスモデルの基盤

JAPANJAPANCHINACHINA

ASEANASEAN

中国人材ビジネス4拠点
中国EMS工場2拠点

マレーシアEMS工場3拠点

日本人材ビジネス17拠点
日本テック２拠点
日本EMS工場７拠点

 日本で培った製造請負・派遣
ノウハウを海外ニーズにあわ
せたサービス展開

 国内外人材・生産拠点の活用

香港2拠点

日本、中国、ASEAN グローバルネットワーク

国内外連動した人材・ものづくりビジネスモデルの基盤

厳しい事業環境の中、強みを活かして事業の拡大と収益確保を目指す
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海外ビジネスで勝つポイント

35

 人件費の高騰
 人材調達難
 単純工程から付加価値の高いモノづくりへ移行

海外の製造現場の現状

海外ビジネスで
勝つ３つのポイント

① 人材調達力
② 労務管理能力
③ モノづくり力

３つのポイントを保有しているのが
nmsグループ



nmsグループの将来

nmsグループの
国内外に連動した

グローバルネットワーク

① 人材調達力

② 労務管理能力

③ モノづくり力

nms最大の武器 海外ビジネス勝つポイント

製造業のグローバル生産体制のシフトにあわせた
製造アウトソーシングサービスを提供し、

製造アウトソーシング
アジアＮｏ．１を目指す
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＜参考資料＞

会社概要



会社概要

会社名 日本マニュファクチャリングサービス株式会社（nms)

設立 1985年9月18日

代表者 代表取締役社長 小野文明

上場証券取引所 東証ジャスダック
（証券コード：2162 上場日:2007年10月25日) 

資本金 5億69万円

決算期 3月

売上高 売上高 388億円 （2013年3月期連結）

従業員数 連結 6,601名 （2013年3月末時点）

事業内容 製造派遣、請負、製造受託事業、修理事業
技術者派遣事業

株主構成 ジャフコ・バイアウト2号投資事業有限責任組合（35.8％）
小野文明（16.8%)
長谷川京司（2.4%)
野村証券株式会社（2.2%)
福本英久（2.0%)                                               (2013年3月末時点）

連結子会社 北京日華材創国際技術服務有限公司
北京中基衆合国際技術服務有限公司
株式会社志摩電子工業、株式会社テーケィアール

38＊2013年3月末時点と記載以外の項目については2013年9月末時点の情報を記載しております



沿革

1985年9月 製造分野を中心とした請負事業を目的に株式会社テスコを設立（資本金：4,000千円）

1999年10月 テクノブレーン株式会社アウトソーシング事業部の営業権を譲受

2000年9月 商号を日本マニュファクチャリングサービス株式会社に変更

2003年4月 中国北京市に北京オフィスを開設

2004年7月 北京日華材創国際技術服務有限公司を設立

2004年10月 NMSホールディング株式会社が当社の株式取得（資本金：360,000千円）

2005年4月 日本人技術者派遣事業を開始

2007年10月 JASDAQ証券取引所へ上場（現 東京証券取引所 ＪＡＳＤＡＱ市場）

2008年7月 ベトナムホーチミン市に駐在員事務所を開設

2010年7月 株式会社志摩電子工業を子会社化

2010年8月 日本マニュファクチャリングインターナショナルベトナム有限会社（外資初の構内製造請負事業許
認可を取得）を設立

2010年12月 北京中基衆合国際技術服務有限公司（外資初の中国国内労務派遣営業許認可を取得）を設立

2011年7月 株式会社テーケィアールを子会社化

2011年9月 北京中基衆合国際技術服務有限公司 無錫分公司を設立

2012年1月 北京中基衆合国際技術服務有限公司 深圳分公司を設立

2012年8月 北京中基衆合国際技術服務有限公司が中国河南省政府系機関と採用業務において業務提携

2013年3月 北京中基衆合国際技術服務有限公司が政府系人材サービス会社である
無錫市濱湖人力資源服務有限公司を子会社化
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ビジネスモデル

40

製造業の開発・設計～製造～修理まで
ワンストップでモノづくりと人材サービスを提供

「ひとづくり」
・・・メーカー各社で習熟度をたかめることで

付加価値の高い人材の育成が可能

「モノづくり」
・・・開発・設計から組立、修理まで

モノづくりと人づくりを兼ね備えた
サービスの提供ができるのは

当社グループのみ！

モノづくりと人づくりを兼ね備えた
サービスの提供ができるのは

当社グループのみ！



国内拠点

北海道
東北エリア

北海道
山形
岩手
宮城
福島

関東
エリア 群馬

埼玉
茨城
千葉
東京（本社）
神奈川

中部
エリア

近畿
エリア

愛知

大阪
三重

中国
エリア

九州
エリア

広島

福岡

拠点数：２６拠点（16都道府県）
（内、修理・生産拠点は９拠点）

41（2013年9月末時点）



海外拠点

北京日華材創国際技術服務有限公司（日華材創）

北京中基衆合国際技術服務有限公司（中基衆合）

中基衆合無錫分公司
中基衆合深圳分公司

中国・ASEANで拠点展開（生産拠点は５拠点）

日本マニュファクチャリングインターナショナル
ベトナム有限会社（ホーチミン、ハノイ）

志摩 中国深圳工場
中宝華南電子（東莞）有限公司

志摩電子工業（香港）有限公司
TKR HONG KONG LIMITED
TKR HOLDINGS LIMITED

SHIMA Electronic Industry (.MALAYSIA) Co., Ltd.
TKR MANUFACTURING (MALAYSIA) SDN. BHD.
TKR PRECISION (MALAYSIA) SDN. BHD.

42（2013年9月末時点）



財務・業績情報 （単位：百万円）

セグメント別売上高推移（単位：百万円）

セグメント
名称

セグメント
読み

サービス内容
2009年
3月期

2010年
3月期

2011年
3月期

2012年
3月期

2013年
3月期

IS事業
インライン
ソリューション事業

国内における製造請負、
派遣サービス

11,097 7,936 8,516 9,352 9,538

海外IS事
業

海外インライン
ソリューション事業

中国、ベトナムにおける
人材サービス

- - - - -

CS事業
カスタマーサービス
事業

国内における電気機器
等修理サービス

2,276 2,526 3,173 2,903 2,386

GE事業
グローバル
エンジニアリング事業

日本人・中国人・ベトナム
人技術者派遣サービス

1,449 762 689 627 611

EMS事業
エレクトロニクス
マニュファクチャリング
サービス事業

日本、中国、マレーシア
におけるEMS

- - 8,297 18,949 26,333

売上高合計 14,822 11,224 20,675 31,832 38,868

連結
単位：百万円

2009年
3月期

2010年
3月期

2011年
3月期

2012年
3月期

2013年
3月期

売上高 14,822 11,224 20,675 31,832 38,869

営業利益 184 234 602 251 387

経常利益 174 230 584 266 564

純利益 -152 230 907 1,356 235

1株当たり利益 -7,143.89 11,497.36 45,595.87 13,552.23 2,303.42

1株当たり配当金(円) - 500 2,000 400 300
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財務・業績情報 （単位：百万円）

総資産/純資産/
自己資本比率

2009年
3月期

2010年
3月期

2011年
3月期

2012年
3月期

2013年
3月期

総資産 2,832 3,117 7,362 18,709 19,061

純資産 1,069 1,295 2,169 5,839 6,523

自己資本比率(%) 37.8 41.3 29.2 17.9 19.7

キャッシュ・フロー 2009年
3月期

2010年
3月期

2011年
3月期

2012年
3月期

2013年
3月期

営業活動による
キャッシュ・フロー

-302 352 671 596 145

投資活動による
キャッシュ・フロー

-21 -80 -196 667 -222

財務活動による
キャッシュ・フロー

-132 -264 349 949 -382
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本資料は当社をご理解いただくために作成されたもので、当社への投資勧誘を目的としておりません。

本資料を作成するに当たっては正確性を期すために慎重に行っておりますが、完全性を保証するものでは
ありません。本資料の中の情報によって生じた障害や損害については、当社は一切責任を負いません。

本資料中の業績予想ならびに将来予測は、本資料作成時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したも
のであり、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。そのため、事業環境の変化等の様々な要因によ
り、実際の業績は言及または記述されている将来見通しとは大きく異なる結果となることがあることをご承
知おきください。
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日本マニュファクチャリングサービス株式会社
コーポレート本部 広報IRグループ

Tel:03-5333-1711
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